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実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 

（火災による損傷の防止） 

第十一条 設計基準対象施設が火災によりその安全性が損なわれな

いよう、次に掲げる措置を講じなければならない。 

一 火災の発生を防止するため、次の措置を講ずること。 

イ 発火性又は引火性の物質を内包する系統の漏えい防止そ

の他の措置を講ずること。 

ロ 安全施設（設置許可基準規則第二条第二項第八号に規定す

る安全施設をいう。以下同じ。）には、不燃性材料又は難

燃性材料を使用すること。ただし、次に掲げる場合は、こ

の限りでない。 

（１） 安全施設に使用する材料が、不燃性材料又は難燃

性材料と同等以上の性能を有するもの（以下「代替材

料」という。）である場合 

（２） 安全施設の機能を確保するために必要な代替材料

の使用が技術上困難な場合であって、安全施設におけ

る火災に起因して他の安全施設において火災が発生す

ることを防止するための措置が講じられている場合 

ハ 避雷設備その他の自然現象による火災発生を防止するた

めの設備を施設すること。 

ニ 水素の供給設備その他の水素が内部に存在する可能性が

第１１条（火災による損傷の防止） 

１ 第１１条に規定する措置とは、別途定める「実用発電用原子炉

及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」（原規技発第

1306195 号（平成２５年６月１９日原子力規制委員会決定））によ

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第１号ロ（２）に規定する「安全施設の機能を確保するために

必要な代替材料の使用が技術上困難な場合であって、安全施設に

おける火災に起因して他の安全施設において火災が発生すること

を防止するための措置が講じられている場合」とは、ポンプ、弁

等の駆動部の潤滑油、機器躯体内部に設置される電気配線、不燃

材料の表面に塗布されるコーティング剤等、当該材料が発火した

場合においても、他の構築物、系統又は機器において火災を生じ
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ある設備にあっては、水素の燃焼が起きた場合においても

発電用原子炉施設の安全性を損なわないよう施設するこ

と。 

ホ 放射線分解により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼によ

って、発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場

合には、水素の蓄積を防止する措置を講ずること。 

二 火災の感知及び消火のため、次に掲げるところにより、早期

に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」という。）

及び早期に消火を行う設備（以下「消火設備」という。）を施

設すること。 

イ 火災と同時に発生すると想定される自然現象により、その

機能が損なわれることがないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

させるおそれが小さい場合をいう。 

 

 

３ 第１号ホの規定については、「実用発電用原子炉及びその附属施

設の火災防護に係る審査基準」のほか、以下によること。 

・「放射線分解により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼によって、

発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合」とは、

水の放射線分解によって発電用原子炉で発生する水素が滞留、

蓄積される可能性のある配管等の損傷により、発電用原子炉の

安全性を損なうおそれがあることをいう。この場合において、

水素燃焼によっても破断可能性が極めて小さい配管内容積（１

～３０リットル程度）を有し、破断対策として元弁を閉じて破

断部を隔離できる配管（計装系配管等）にあっては、発電用原

子炉の安全性を損なうおそれがないものとみなすことができ

る。 

・「水素の蓄積を防止する措置」とは、「ＢＷＲ配管における混合

ガス（水素･酸素）蓄積防止に関するガイドライン」（平成１７

年１０月社団法人火力原子力発電技術協会）の本文のみならず、

具体的な評価手法等を規定した解説によること。 

（「社団法人火力原子力発電技術協会「ＢＷＲ配管における混合

ガス（水素･酸素）蓄積防止に関するガイドライン」に関する技

術評価書」（平成１７年１２月原子力安全・保安院、原子力安全
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ロ 消火設備にあっては、その損壊、誤作動又は誤操作が起き

た場合においても発電用原子炉施設の安全性が損なわれる

ことがないこと。 

三 火災の影響を軽減するため、耐火性能を有する壁の設置その

他の延焼を防止するための措置その他の発電用原子炉施設の火

災により発電用原子炉を停止する機能が損なわれることがない

ようにするための措置を講ずること。 

基盤機構取りまとめ） 

４ 第２号ロの規定について、消火設備の損壊、誤作動又は誤操作

が起きた場合のほか、火災感知設備の損壊、誤作動又は誤操作が

起きたことにより消火設備が作動した場合においても、発電用原

子炉施設の安全性を損なわないものであること。 
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